
◎脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電

気事業法等の一部を改正する法律 
（令和五年六月七日法律第四四号）   

一、 提案理由（令和五年四月五日・衆議院経済産業委員会） 

○西村（康）国務大臣 脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電

気事業法等の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由及び要旨を御説明申し

上げます。 

 ロシアによるウクライナ侵略等により、世界のエネルギー情勢は一変し、諸外国は早

期の脱炭素社会への移行に向けた取組を加速しています。こうした中、資源に乏しい我

が国においても、グリーントランスフォーメーション、いわゆるＧＸに向けて取り組む

とともに、エネルギーの安定供給を確保することが重要です。 

 このため、再生可能エネルギーの最大限導入に向けて、系統整備を加速しつつ、国民

負担の抑制と地域との共生の両立に取り組むとともに、原子力については、安全性の確

保を大前提とした上でその活用を進めるなど、脱炭素電源の利用促進と電気の安定供給

を確保するための措置を講ずる必要があります。 

 本法律案は、こうした内容を盛り込んだ上で、本年二月に閣議決定したＧＸ実現に向

けた基本方針に基づき、所要の措置を講ずるものであります。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 まず、電気事業法の一部改正です。 

 第一に、発電用原子炉の運転期間を四十年と定めた上で、原子力規制委員会による運

転停止命令等を受けていないこと等の基準を適合していると認められるときに限り、経

済産業大臣が認可し、運転期間の延長を認めることとします。その際、運転期間は最長

で六十年に制限するという現行の枠組みは維持した上で、安全規制に係る制度の変更等

の予見し難い事由により運転を停止した期間と認められる期間に限り、六十年の運転期

間のカウントから除外することとします。 

 第二に、広域系統整備計画に定められた一定規模以上の電気工作物の整備等を実施す

る一般送配電事業者等は、その整備等に関する計画について、経済産業大臣の認定を受

けることができるものとし、広域的運営推進機関の業務に、当該認定を受けた者に対し

て当該電気工作物の整備等に必要な資金の貸付けを行う業務を追加します。 

 次に、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部改正です。 

 発電用原子炉設置者に対して、運転を開始した日から起算して三十年を超えて発電用

原子炉を運転しようとするときは、あらかじめ、その発電用原子炉について、十年を超

えない期間ごとに、当該施設の劣化に関する技術的な評価を行い、その劣化を管理する

ための措置等を記載した長期施設管理計画を作成し、原子力規制委員会の認可を受ける

こと等を義務づけることとします。 

 次に、原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関する法律の一部改正です。 



 使用済燃料再処理機構の業務に廃炉推進業務を追加した上で、同機構の名称を使用済

燃料再処理・廃炉推進機構に改めるとともに、同機構が行う廃炉推進業務に必要な費用

に充てるため、実用発電用原子炉設置者等に対して、同機構に廃炉拠出金を納付するこ

とを義務づけることとします。 

 次に、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法の一部改正です。 

 第一に、既存の再生可能エネルギー発電設備を最大限活用するため、認定事業者がそ

の発電設備の増設等を行う場合は、増設等に係る部分にのみ最新の価格を適用する措置

を講じます。 

 第二に、再生可能エネルギー発電事業計画の認定の要件にその事業の実施内容を周辺

地域の住民に周知することを加えるとともに、認定基準に違反する認定事業者に対して

交付金による支援額の積立てを命ずる措置を創設するなど、事業規律を強化します。 

 第三に、今般、電気事業法において創設する認定制度の認定を受けた事業者が、当該

認定に係る計画に従って、再生可能エネルギー電気の利用の促進に資する電気工作物を

設置しようとするときは、その工事を開始した日から、特定系統設置交付金の交付を受

けることを可能とします。 

 次に、原子力基本法の一部改正です。 

 エネルギーとしての原子力利用は、国及び原子力事業者が安全神話に陥り、東京電力

福島第一原子力発電所の事故を防止することができなかったことを真摯に反省した上で、

原子力事故の発生を常に想定し、その防止に最善かつ最大の努力をしなければならない

という認識に立ってこれを行うものとし、当該原子力利用に当たっての国及び原子力事

業者の責務を明確化する等の措置を講じます。 

 以上が、本法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

二、 衆議院経済産業委員長報告（令和五年四月二七日） 

○竹内譲君 ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、我が国における脱炭素社会の実現に向けて、非化石エネルギー源の利用

の促進を図りつつ電気の安定供給を確保するため、電気の安定供給の確保等の観点から

発電用原子炉の運転期間を定めるとともに、長期間運転する発電用原子炉施設に関する

技術的な評価の実施及び長期施設管理計画の作成を義務づけるほか、使用済燃料再処理

機構の業務への廃炉の推進に関する業務の追加、再生可能エネルギー発電事業計画の認

定の取消しに伴う交付金の返還命令の創設その他の規律の強化等の措置を講ずるもので

あります。 

 本案は、去る三月三十日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員会

に付託され、四月五日に西村国務大臣から趣旨の説明を聴取した後、質疑に入りまし

た。十四日参考人から意見を聴取し、十九日環境委員会及び原子力問題調査特別委員会



との連合審査会を開会いたしました。さらに、二十六日には岸田内閣総理大臣に対する

質疑を行うなど慎重に審査を重ね、同日質疑を終局いたしました。 

 質疑終局後、自由民主党・無所属の会、日本維新の会、公明党及び国民民主党・無所

属クラブの四会派共同提案により、国民の原子力発電に対する信頼を確保し、その理解

を得るために必要な取組を推進する国の責務について、国民の例示に、電力の大消費地

である都市の住民を加えるとともに、国民の理解と協力を得るために必要な取組を推進

するものとする等を内容とする修正案が提出され、趣旨の説明を聴取いたしました。 

 次いで、原案及び修正案について討論、採決を行った結果、修正案及び修正部分を除

く原案はいずれも賛成多数をもって可決され、本案は修正議決すべきものと決しまし

た。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（令和五年四月二六日） 

○小野委員 ただいま議題となりました脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立

を図るための電気事業法等の一部を改正する法律案に対する修正案につきまして、提出

者を代表して、その趣旨を御説明申し上げます。 

 これまでの我が国の原子力利用は、原発立地地域の電力の安定供給に対する理解と協

力の下で進められてきました。しかし、高レベル放射性廃棄物の最終処分やＡＬＰＳ処

理水の取扱いを始めとした原子力に係る課題については、原発立地地域のみならず、電

力の大消費地である東京、大阪などの都市の住民を含めた国民全体の理解と協力を得る

ことが重要であります。 

 また、本法律案により、原子力規制委員会は、発電用原子炉設置者が三十年を超えて

発電用原子炉を運転しようとする際に作成する長期施設管理計画の認可を行うこととな

りますが、原子力規制委員会の業務が増大する中にあっても、発電用原子炉の設置の許

可等の審査に遅れが生じることは、電力の安定供給の観点からも避けなければなりませ

ん。 

 以上のような状況を踏まえ、本修正案を提出する次第であります。 

 次に、本修正案の内容を御説明申し上げます。 

 第一に、原子力基本法に新たに規定する国の責務のうち、原子力発電に対する国民の

信頼を確保し、その理解を得るために必要な取組を推進する責務について、国民の例示

に電力の大消費地である都市の住民を加えるとともに、国民の理解と協力を得るために

必要な取組を推進する責務とすることとしております。 

 第二に、発電用原子炉の運転期間、発電用原子炉施設の劣化の管理等に係る改正の施

行後五年以内に政府が行う検討の対象として、原子力規制委員会による発電用原子炉の

設置の許可等に係る審査の効率化及び審査体制の充実を含めた発電用原子炉施設の安全

の確保のための規制の在り方等を追加することとしております。 



 以上が、本修正案の趣旨及び内容であります。 

 委員各位の御賛同を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○附帯決議（令和五年四月二六日） 

政府は、本法施行に当たり、次の諸点について十分配慮すべきである。 

一 今後、三十年を超えて運転する発電用原子炉について、長期施設管理計画等の審査

が行われることにより原子力規制委員会の業務が増大する中においても、再稼働等に

係る審査業務の円滑化を図ることができるよう、原子力規制委員会は、審査業務の効

率化に努めるとともに、事業者等とのコミュニケーションを適切かつ積極的に進め、

手戻りのないよう努めること。その際、事業者等との打ち合わせ等の議事録や会議資

料は、国民に説明できるよう、整理し、保存に努めること。 

二 発電用原子炉の運転期間の除外期間を算定する基準を具体化するに当たっては、原

子力規制委員会による適合性審査や、事業者による産業全体の取組において示されて

いる科学的な見地からの意見等も念頭に置きながら、分かりやすいものとなるように

策定するよう努めること。 

三 原子力発電所の廃炉は長期間を要することを踏まえ、今後本格化していく廃炉の円

滑かつ着実な実施を推進していくために必要な措置を講ずること。特に、廃炉に伴う

放射性廃棄物について、処分場の確保やクリアランスの推進等の取組が着実に進むよ

うに必要な措置を講ずること。 

四 原子力事業者が原子力施設の安全性を確保するために必要な投資を行うことその他

の安定的にその事業を行うことができる事業環境を整備するための施策については、

安全性の確保を大前提に、必要な規模を持続的に活用しつつ、再生可能エネルギーの

拡大を図る中で、可能な限り原発依存度を低減することとした第六次エネルギー基本

計画との整合性を図ること。 

五 安全確保を大前提とした原子力施設の研究や運営・保守管理、廃止措置等、原子力

の安全のための施策が長期にわたって必要となることを踏まえ、原子力事業者を取り

巻く経営環境にかかわらず、施設の安全性の向上等に事業者が確実に取り組むことが

できるよう、必要な人材の確保及び技術の維持・強化等に向けた事業環境の整備を進

めること。 

六 原子力規制委員会及び原子力規制庁は、事業者に規制基準を遵守するよう求める立

場であること、規制と利用の分離の重要性に鑑み、組織内部のガバナンス強化、マネ

ジメントの検証、改善等に不断に取り組み、主体性をもって制度の運用に当たるとと

もに、その検証結果や取組状況等を公表すること。 

七 太陽光パネル等の再生可能エネルギー発電設備については、耐用年数経過後の廃棄

物の発生を抑制する観点から、設備のリサイクルシステムの構築等、早急に必要な措

置を講ずること。 

八 太陽光発電については、大きなポテンシャルを有する営農型太陽光発電の農業政策



に留意した普及など、地域との共生を前提に、最大限の導入及び維持管理に必要な措

置を講ずるとともに、太陽光パネルを特定の国からの調達に依存している現状を早期

に是正するため、実用化が期待されるペロブスカイト太陽電池をはじめとした太陽光

発電に関わる産業の国内におけるサプライチェーンの構築を促進すること。 

九 原子力については、安全性の確保を大前提に、必要な規模を持続的に活用しつつ、

再生可能エネルギーの拡大を図る中で、可能な限り原発依存度を低減することとした

第六次エネルギー基本計画を踏まえ、再生可能エネルギーを中心としたマイクログリ

ッドを含む自立・分散型エネルギーシステムの構築を進めること。 

十 法令違反を行っている再生可能エネルギー発電事業計画の認定を受けた事業者に対

する交付金相当額積立金制度や、同計画を認定する際の事業者に対する住民への説明

の要件化、委託先への監督義務の創設など、本法で行われる規制の強化については、

二〇五〇年カーボンニュートラルの実現に向け、再生可能エネルギーの普及拡大に対

して必要以上の制約とならないよう、その実施状況を把握し、必要に応じ適切かつ柔

軟に制度の改善を図ること。また、景観・環境への影響その他の課題について地方自

治体が主体的な立場で解決につなげるための条例を定めること等に対し必要な支援を

行い、地域社会との調和の中で再生可能エネルギーの普及が進むよう努めること。 

十一 再生可能エネルギーの導入拡大に向けた系統整備を進めるに当たっては、二〇一

八年九月六日に発生した北海道胆振東部地震に起因する北海道における大規模停電等

の事態を踏まえ、災害等に備えて重層的に電力を供給できるネットワークを整えると

ともに、各地域に新たな電力需要が創造されるよう必要な支援を行うこと。 

十二 長距離の海底直流ケーブルの敷設を伴う系統整備を進めるに当たっては、工事費

が巨額であることに加え、当該系統整備が重要であることに鑑み、技術面の課題に伴

う仕様の変更、利害関係者との調整、自然災害のリスクの発現等により、費用や工期

などの変更が余儀なくされた際、事業者が負担する事業費の増大等のリスクにも配慮

し、事業者の予見性を高めるよう必要な措置を講ずるとともに、再生可能エネルギー

の主力電源化に向けた系統整備費用の負担について、国民理解の醸成に取り組むこと。 

十三 カルテル事案や顧客情報不正閲覧事案等の電気事業における市場環境を揺るがす

事案が相次いでいることに鑑み、電力システム改革の効果を検証し、発電、送配電、

小売事業の在り方や電気事業法等における法令遵守を担保するための措置の強化、電

力・ガス取引監視等委員会等による取組の在り方等について検討を加え、実効性のあ

る取組を早急に進めること。 

三、参議院経済産業委員長報告（令和五年五月三一日） 

○吉川沙織君 ただいま議題となりました脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確

立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律案につきまして、経済産業委員会に

おける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、我が国における脱炭素社会の実現に向けて、非化石エネルギー源の利用



の促進を図りつつ電気の安定供給を確保するため、電気の安定供給の確保等の観点から

発電用原子炉の運転期間を定めるとともに、その設置者に対し、長期間運転する発電用

原子炉施設に関する技術的な評価の実施及び管理計画の作成を義務付けるほか、使用済

燃料再処理機構の業務への廃炉の推進に関する業務の追加、再生可能エネルギー発電事

業計画の認定の取消しに伴う交付金の返還命令の創設その他の規律の強化等の措置を講

ずるなど、五法律について改正を行おうとするものであります。 

 なお、衆議院におきまして、原子力基本法に関し、国民の原子力発電に対する信頼を

確保し、理解を得るために必要な取組を推進する国の責務について、国民の例示に電力

の大消費地である都市の住民を加え、また、国民の理解と協力を得るために必要な取組

を推進する責務とするとともに、附則の規定により改正の施行後五年以内に政府が行う

検討の対象に、原子力規制委員会による発電用原子炉の設置の許可等に係る審査の効率

化及び審査体制の充実を含めた発電用原子炉施設の安全の確保のための規制の在り方等

を追加する修正が行われております。 

 委員会におきましては、茨城県の日本原子力発電東海発電所及び東海第二発電所の視

察を行ったほか、環境委員会及び内閣委員会とそれぞれ連合審査会を行うとともに、参

考人から意見を聴取し、さらに、岸田内閣総理大臣の出席を求め、質疑を行いました。 

 委員会及び各連合審査会における主な質疑の内容は、本法律案を束ね法案として提出

したことの是非、原子力行政における規制と利用の分離を徹底する必要性、省令への包

括委任規定の是非を含む原子力発電所の運転期間の規律の在り方、高経年化した原子力

発電所の安全性確保の方策、原子力規制委員会における審査業務の効率化及び体制強化

の必要性、原子力基本法を改正する理由、再エネ導入拡大と事業規律強化に向けた取

組、系統整備の意義と費用負担の考え方等でありますが、その詳細は会議録によって御

承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、立憲民主・社民を代表して村田享子委員よ

り反対、国民民主党・新緑風会を代表して礒崎哲史委員より賛成、日本共産党を代表し

て岩渕友委員より反対の旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対して十二項目から成る附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年五月三〇日） 

政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 安全確保を大前提とした原子力施設の研究や運営・保守管理、廃止措置等、原子力

の安全のための施策が長期にわたって必要となることを踏まえ、原子力事業者を取り

巻く経営環境にかかわらず、施設の安全性の向上、バックエンド事業の着実な実施等

に事業者が確実に取り組むことができるよう、必要な人材の確保及び技術の維持・強



化等に向けた事業環境の整備を進めること。 

二 原子力規制委員会及び原子力規制庁は、事業者に規制基準を遵守するよう求める立

場であること、規制と利用の分離の重要性に鑑み、組織内部のガバナンス強化、マネ

ジメントの検証、改善等に不断に取り組み、主体性をもって制度の運用に当たるとと

もに、その検証結果や取組状況等を公表すること。 

三 原子力事業者が原子力施設の安全性を確保するために必要な投資を行うことその他

の安定的にその事業を行うことができる事業環境を整備するための施策については、

安全性の確保を大前提に、必要な規模を持続的に活用しつつ、再生可能エネルギーの

拡大を図る中で、可能な限り原発依存度を低減することとした第六次エネルギー基本

計画との整合性を図ること。 

四 今後、三十年を超えて運転する発電用原子炉について、長期施設管理計画等の審査

が行われることにより原子力規制委員会の業務が増大する中においても、再稼働等に

係る審査業務の円滑化を図ることができるよう、原子力規制委員会は、審査業務の効

率化及び審査体制の充実等に努めるとともに、事業者等とのコミュニケーションを適

切かつ積極的に進め、手戻りのないよう努めること。その際、事業者等との打ち合わ

せ等の議事録や会議資料は、国民に説明できるよう、整理し、保存に努めること。 

五 発電用原子炉の運転期間の除外期間を算定する基準を具体化するに当たっては、原

子力規制委員会による適合性審査や、事業者による産業全体の取組において示されて

いる科学的な見地からの意見等も念頭に置きながら、分かりやすいものとなるように

策定するよう努めること。 

六 原子力発電所の廃炉は長期間を要することを踏まえ、今後本格化していく廃炉の円

滑かつ着実な実施を推進していくために必要な措置を講ずること。特に、廃炉に伴う

放射性廃棄物について、処分場の確保やクリアランスの推進等の取組が着実に進むよ

うに必要な措置を講ずるとともに、廃止措置や廃棄物処分に係る規制や作業管理の在

り方について、諸外国の事例等を踏まえ、リスクレベルに応じた解体作業が可能とな

るよう検討を進めること。 

七 原子力については、安全性の確保を大前提に、必要な規模を持続的に活用しつつ、

再生可能エネルギーの拡大を図る中で、可能な限り原発依存度を低減することとした

第六次エネルギー基本計画を踏まえ、再生可能エネルギーを中心としたマイクログリ

ッドを含む自立・分散型エネルギーシステムの構築を進めること。 

八 法令違反を行っている再生可能エネルギー発電事業計画の認定を受けた事業者に対

する交付金相当額積立金制度や、同計画を認定する際の事業者に対する住民への説明

の要件化、委託先への監督義務の創設など、本法で行われる規制の強化については、

二〇五〇年カーボンニュートラルの実現に向け、再生可能エネルギーの普及拡大に対

して必要以上の制約とならないよう、その実施状況を把握し、必要に応じ適切かつ柔

軟に制度の改善を図ること。また、景観・環境への影響その他の課題について地方自



治体が主体的な立場で解決につなげるための条例を定めること等に対し必要な支援を

行い、地域社会との調和の中で再生可能エネルギーの普及が進むよう努めること。 

九 長距離の海底直流ケーブルの敷設を伴う系統整備を進めるに当たっては、工事費が

巨額であることに加え、当該系統整備が重要であることに鑑み、技術面の課題に伴う

仕様の変更、利害関係者との調整、自然災害のリスクの発現等により、費用や工期な

どの変更が余儀なくされた際、事業者が負担する事業費の増大等のリスクにも配慮し、

事業者の予見性を高めるよう必要な措置を講ずるとともに、再生可能エネルギーの主

力電源化に向けた系統整備費用の負担について、国民理解の醸成に取り組むこと。 

十 太陽光パネル等の再生可能エネルギー発電設備については、耐用年数経過後の廃棄

物の発生を抑制する観点から、設備のリサイクルシステムの構築等、早急に必要な措

置を講ずること。 

十一 太陽光発電については、地域との共生を前提に、最大限の導入及び維持管理に必

要な措置を講ずるとともに、太陽光パネルを特定の国からの調達に依存している現状

を早期に是正するため、実用化が期待されるペロブスカイト太陽電池をはじめとした

太陽光発電に関わる産業の国内におけるサプライチェーンの構築を促進すること。 

十二 カルテル事案や顧客情報不正閲覧事案等の電気事業における市場環境を揺るがす

事案が相次いでいることに鑑み、安定供給との整合や災害等への迅速な対応等を含め、

電力システム改革の影響や課題等を検証し、発電、送配電、小売事業の在り方や電気

事業法等における法令遵守を担保するための措置の強化、電力・ガス取引監視等委員

会等による取組の在り方等について検討を加え、実効性のある取組を早急に進めるこ

と。 

  右決議する。 

  


